
議案第５３号 
 
 
    
 
   区議会提出議案に関する意見聴取 
   （幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記の議案を提出する。 
 

 
令和４年９月９日 

 
 
 

（提出者）        
世田谷区教育委員会 

教育長 渡部 理枝 
 
 
 
（提案説明） 
 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の議案提

出に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条に基づき区長から意見を求

められたため、本案を提出する。 
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－1－ 

議案第  号 

   幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和４年９月２０日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 定年の引上げに係る地方公務員法の改正に伴い、規定の整備を図る必要が

あるので、本案を提出する。 
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－2－ 

   幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１２年３月世田谷区

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第３項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員であって、同法第２２条

の４第１項」に、「者（以下「再任用短時間勤務職員」を「もの（以下「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

 第４条第１項ただし書、第５条、第６条第２項及び第１５条第１項中「再任用短時

間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第６３号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規

定により採用された職員をいう。）は、この条例による改正後の幼稚園教育職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第３条第

３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の条例の規定を適

用する。 
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幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（１週間の正規の勤務時間） （１週間の正規の勤務時間） 

第３条 職員の正規の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間について

38時間45分とする。 

第３条 職員の正規の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間について

38時間45分とする。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定によ

り採用された職員であって、同法第22条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるもの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」と

いう。）の正規の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時

間を除き、１週間について15時間30分から31時間までの範囲内で、

教育委員会が定める。 

３ 地方公務員法第28条の５第１項又は第28条の６第２項に規定する

短時間勤務の職を占める者（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

の正規の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、

１週間について15時間30分から31時間までの範囲内で、教育委員会

が定める。 

４ 教育委員会は、職務の性質により前３項の規定により難いときは、

休憩時間を除き、世田谷区教育委員会規則（以下「教育委員会規則」

という。）で定める期間につき１週間当たり38時間45分（育児短時

間勤務職員等にあっては当該育児短時間勤務等の内容に従った時

間、定年前再任用短時間勤務職員にあっては前項の規定に基づき定

める時間）とする正規の勤務時間を、特別区人事委員会（以下「人

事委員会」という。）の承認を得て、別に定めることができる。 

４ 教育委員会は、職務の性質により前３項の規定により難いときは、

休憩時間を除き、世田谷区教育委員会規則（以下「教育委員会規則」

という。）で定める期間につき１週間当たり38時間45分（育児短時

間勤務職員等にあっては当該育児短時間勤務等の内容に従った時

間、再任用短時間勤務職員にあっては前項の規定に基づき定める時

間）とする正規の勤務時間を、特別区人事委員会（以下「人事委員

会」という。）の承認を得て、別に定めることができる。 

（正規の勤務時間の割振り） （正規の勤務時間の割振り） 

第４条 教育委員会は、暦日を単位として月曜日から金曜日までの５

日間において、１日につき７時間45分の正規の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員等については、月曜日か

ら金曜日までの日（次条第１項ただし書の規定により設けられた週

休日を除く。以下同じ。）において、当該育児短時間勤務等の内容

に従い１日につき７時間45分を超えない範囲内で正規の勤務時間を

割り振るものとし、定年前再任用短時間勤務職員については、月曜

日から金曜日までの日において、１日につき７時間45分を超えない

第４条 教育委員会は、暦日を単位として月曜日から金曜日までの５

日間において、１日につき７時間45分の正規の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員等については、月曜日か

ら金曜日までの日（次条第１項ただし書の規定により設けられた週

休日を除く。以下同じ。）において、当該育児短時間勤務等の内容

に従い１日につき７時間45分を超えない範囲内で正規の勤務時間を

割り振るものとし、再任用短時間勤務職員については、月曜日から

金曜日までの日において、１日につき７時間45分を超えない範囲内
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改正後 改正前 

範囲内で正規の勤務時間を割り振るものとする。 で正規の勤務時間を割り振るものとする。 

２ 省略 ２ 省略 

（週休日） （週休日） 

第５条 日曜日及び土曜日は、週休日（正規の勤務時間を割り振らな

い日をいう。以下同じ。）とする。ただし、教育委員会は、育児短

時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の

内容に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間にお

いて週休日を設けるものとし、定年前再任用短時間勤務職員につい

ては、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間に

おいて週休日を設けることができる。 

第５条 日曜日及び土曜日は、週休日（正規の勤務時間を割り振らな

い日をいう。以下同じ。）とする。ただし、教育委員会は、育児短

時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の

内容に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間にお

いて週休日を設けるものとし、再任用短時間勤務職員については、

日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けることができる。 

２ 教育委員会は、職務の性質により特別の勤務形態によって勤務す

る必要のある職員については、前項の規定にかかわらず、４週間ご

との期間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８

日以上で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日、定年前再任

用短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）を設けるものとす

る。ただし、職務の特殊性又は当該幼稚園の特殊の必要（育児短時

間勤務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）により、

これにより難い場合において、人事委員会の承認を得て、４週間を

超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短

時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期間につき１週間当

たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休

日）を設けるときは、この限りでない。 

２ 教育委員会は、職務の性質により特別の勤務形態によって勤務す

る必要のある職員については、前項の規定にかかわらず、４週間ご

との期間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８

日以上で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日、再任用短時

間勤務職員にあっては８日以上の週休日）を設けるものとする。た

だし、職務の特殊性又は当該幼稚園の特殊の必要（育児短時間勤務

職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）により、これに

より難い場合において、人事委員会の承認を得て、４週間を超えな

い期間につき１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤

務職員等にあっては、４週間を超えない期間につき１週間当たり１

日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日）を設

けるときは、この限りでない。 

（週休日の振替等） （週休日の振替等） 

第６条 教育委員会は、職員に前条の規定により週休日とされた日に

おいて特に勤務することを命ずる必要がある場合には、教育委員会

規則の定めるところにより、第４条の規定により正規の勤務時間が

割り振られた日（以下この条において「勤務日」という。）のうち

教育委員会規則で定める期間内にある勤務日を週休日に変更して、

第６条 教育委員会は、職員に前条の規定により週休日とされた日に

おいて特に勤務することを命ずる必要がある場合には、教育委員会

規則の定めるところにより、第４条の規定により正規の勤務時間が

割り振られた日（以下この条において「勤務日」という。）のうち

教育委員会規則で定める期間内にある勤務日を週休日に変更して、
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改正後 改正前 

当該勤務日に割り振られた正規の勤務時間を当該勤務することを命

ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の勤務

時間のうち半日勤務時間（第４条第１項の規定により勤務時間が割

り振られた日の勤務時間の２分の１に相当する勤務時間として教育

委員会規則で定める勤務時間をいう。以下同じ。）を当該勤務日に

割り振ることをやめ、当該半日勤務時間を当該勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ること（以下「半日勤務時間の割振り変更」

という。）ができる。 

当該勤務日に割り振られた正規の勤務時間を当該勤務することを命

ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の勤務

時間のうち半日勤務時間（第４条第１項の規定により勤務時間が割

り振られた日の勤務時間の２分の１に相当する勤務時間として教育

委員会規則で定める勤務時間をいう。以下同じ。）を当該勤務日に

割り振ることをやめ、当該半日勤務時間を当該勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ること（以下「半日勤務時間の割振り変更」

という。）ができる。 

２ 半日勤務時間の割振り変更の規定は、育児短時間勤務職員等及び

定年前再任用短時間勤務職員（第４条第１項の規定により、１日に

つき７時間45分の正規の勤務時間が割り振られている場合を除く。）

については、適用しない。 

２ 半日勤務時間の割振り変更の規定は、育児短時間勤務職員等及び

再任用短時間勤務職員（第４条第１項の規定により、１日につき７

時間45分の正規の勤務時間が割り振られている場合を除く。）につ

いては、適用しない。 

（年次有給休暇） （年次有給休暇） 

第15条 年次有給休暇は、１会計年度ごとの休暇とし、その日数は、

１会計年度において、20日（育児短時間勤務職員等及び定年前再任

用短時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考慮し20日を

超えない範囲内で教育委員会規則で定める日数）とする。 

第15条 年次有給休暇は、１会計年度ごとの休暇とし、その日数は、

１会計年度において、20日（育児短時間勤務職員等及び再任用短時

間勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考慮し20日を超えな

い範囲内で教育委員会規則で定める日数）とする。 

２～５ 省略 ２～５ 省略 

附 則（令和４年 月 日条例第 号）  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第63号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、

この条例による改正後の幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第３条第３項に規

定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の条例の規 
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改正後 改正前 

 定を適用する。  
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【参考資料】

法改正に伴う主な制度改正

職員の定年引上げに関する国家公務員法等及び地方公務員法の改正に伴い、世田谷区でも以下の内容について改正する。

職員の定年引上げに関する改正の概要

１ 定年の段階的引上げ

・ 現行60歳の職員の定年を令和５年度から２年に１歳ずつ６５歳まで引き上げる。

３ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入

・ 管理職については、原則として60歳に達する年度末をもって役職定年となり、翌年度以降は課長補佐以下

の職で任用する。

・ ただし、職務遂行上の特別の事情がある場合には、例外措置を講ずることができる。

２ 給与に関する措置

① 給料月額に関する措置

・ ６０歳に達する年度の翌年度以降の常勤職員の給料月額は、その者に適用される給料表上の月額の７割とする。

・ ただし、管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）により管理職から降任した職員については、６０歳に達

する年度末時点の給料月額の７割とする。

② 退職手当に関する措置

・ ６０歳に達した日以後定年前に退職した者の退職手当の基本額は、定年退職と同様の支給率を適用する。

・ ６１歳に達する年度における給料月額の７割措置を受けた職員について、これによる減額の影響を緩和する

よう基本額の算定を行う。

・ 役職定年制により管理職から降任した職員における職層に応じた調整額の算定については、「退職前２０年

間の算定」より「６０歳前２０年間の算定」が上回る場合は、後者を適用する。

４ 定年前再任用短時間勤務制の導入

・ 60歳に達する年度の翌年度以降、本来定年となる年度までの間、本人の希望により常勤職員を退職のうえ、

再任用短時間勤務の職に採用することができる制度を導入する。

・ 任用、給与、勤務時間等に関しては、現行の再任用短時間勤務職員と同様とする。

６ 情報提供・意思確認制度の新設

・ 任命権者は、当分の間、職員が60歳に達する年度の前年度に、6０歳に達する年度の翌年度以降の任用、

給与、退職手当に関する情報を提供するものとし、職員の勤務形態等に係る意思を確認するよう努める。

５ 暫定再任用制度の導入

・ 定年の引上げにより、現行の再任用制度が廃止されるが、定年の段階的な引上げ期間中においては、定年

の翌年度から６５歳に達する年度までの間、暫定的に現行と同様の再任用制度を存置する。

・ 任用、給与、勤務時間等に関しては、現行の再任用制度と同様とする。

現行 令和５～６年度 令和７～８年度 令和９～１０年度 令和１１～１２年度 令和１3～１4年度

定年 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳

生年年度 昭和37年 昭和38年 昭和39年 昭和40年 昭和41年 昭和42年

※引上げ期間中の任用例

暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用

(フル・短) (フル・短) (フル・短) (フル・短) (フル・短)

常勤 常勤 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用

定年前再任短 定年前再任短 (フル・短) (フル・短) (フル・短)

※本則での任用

常勤 常勤 常勤 常勤 常勤

定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短

常勤

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

昭和37

年度生

60

歳

61

歳

62

歳

63

歳

64

歳

65

歳

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

昭和39

年度生

58

歳
常勤

59

歳
常勤

令和１４年度

60

歳
常勤

61

歳

62

歳

63

歳

63

歳

64

歳

65

歳

昭和42年

度生以降

60

歳
常勤

61

歳

62

歳

64

歳

65

歳

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

▲ 定年の段階的な引上げの開始（R5.4.1～）

【参考：退職手当の算出方法】

基本額 「退職日の給料月額」×「退職事由・勤続年数に応じた支給率」により算出

調整額 退職前20年間の職層に応じて算出
退職手当
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